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１．部総括表 部名：総務部
（単位：千円）

(28,957) (26,180) (2,777)

5,907,771 5,813,187 19,500 75,084

(145,829) (137,921) (7,908)

2,127,148 2,003,925 2,520 120,703

(99) (99)

384,691 378,385 6,306

(1,221) (787) (434)

445,573 418,137 12,481 14,955

59,977,735 59,786,288 191,447

4,433,191 4,025,032 408,159

628,619 599,707 17,345 11,567

309,491 304,997 4,494

129,595 128,049 1,546

517,750 507,876 9,874

(13,646) (10,335) (3,311)

249,718 233,723 7,047 8,948

114,316 113,069 1,247

(189,752) (175,322) (14,430)

75,225,598 74,312,375 58,893 854,330

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

2-9

2-10

2-12

部計

広聴広報課

人事委員会事務
局

2-4

2-5

2-7

2-8

2-6

番号

2-1

2-2

2-3

不用額 備考課名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

総務学事課

財産経営課

営繕課

総務事務集中課

税務課

職員課

2-11 国際課

人権・同和政策
課

秘書課

人事・行革課



２．課総括表 課名：総務学事課
（単位：千円）

191,398 191,398

18,699 7,511 11,188

8,688 8,540 148

4,950 4,950

72 37 35

342 279 63

1,117 981 136

441 441

74,715 70,636 4,079

(28,957) (26,180) (2,777) 公舎の維持管理に要する経費

33,899 30,879 3,020

247 13 234

5,563,503 5,489,201 19,500 54,802

9,700 8,762 938

(28,957) (26,180) (2,777)

5,907,771 5,813,187 19,500 75,084

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R3.3.31現在） 課名：総務学事課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

（1）23 4 （1）27

（1）23 4 （1）27

当該所属への兼務等発令者を含み、当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

合計

備　　　考本課・出先名称

総務学事課

課計

2-1-9

2-1-10

2-1-11

2-1-12

2-1-13
私立学校審議会の運営及び私立学
校の振興、指導に要する経費

番号

2-1-1

2-1-2

2-1-3

2-1-4

2-1-5

2-1-6

2-1-7

2-1-8

訟務その他の法務に関する情報収
集及び研究に要する経費
行政不服審査会の運営等に要する
経費

県の損害賠償に要する経費

公用車の自動車保険、重量税及び
駐車場事業特別会計繰出金等に要
する経費

宗教法人の設立等の認証事務及び
登録免許税の非課税証明事務に要
する経費
主要施策の成果の概要
（2-1-12）に記載

総務学事課職員の給与費
給料95,607、職員手当等61,244、
共済費34,547
総務部主管課事務に要する経費

条例、規則等の審査及び行政書士
事務の指導に要する経費
香川県法規集データベースシステ
ムの維持更新委託費

顧問弁護士法律相談に要する経費

県公報発行に要する経費

公益法人の指導監督等に要する経
費

顧問弁護士設置
費

県公報発行費

公益法人指導監
督費

訟務事務推進費

私立学校振興指
導事務費

私立学校振興事
業費

契約管理費

公用車管理費

公舎維持管理費

宗教法人費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

給与費

一般庁費

法規審査費



課名：総務学事課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

私立学校振興事業費（２－１－１２） 

１．趣旨・概要 

  私立幼稚園・中学校・高等学校に対し、教育条件の維持

向上、園児・生徒の減少期に対応した学校経営の健全化、 

 多様な選択の対象となる特色ある学校づくりなどを促進 

 し、時代のニーズに対応した公教育の充実が図られるよう 

 総合的な支援を行った。 

  また、将来を担う若者が、経済的理由で就学や学力向上

を図る機会を失うことがないよう保護者等の教育費負担の

軽減を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）私立学校助成事業（3,400,670千円） 

教育条件の維持向上、保護者負担の軽減、学校経営の

安定化を図るため、人件費などの経常的な経費を助成す

るとともに、特色ある学校づくりへの支援等を行った。 

コロナ禍においても学びの継続を図るため、ICT環境整

備や保健衛生用品購入等に対する補助を行った。 

（２）高等学校等就学支援金交付事業（1,604,170千円） 

保護者の教育費負担の軽減を図るため、私立高校生等

に対して、授業料の一定額を支援金として支給した。 

（３）私立高等学校入学金軽減補助事業（40,745千円） 

低所得世帯の入学金負担軽減を図るため、私立高等学

校の入学金の一部を補助した。 

（４）奨学のための給付金事業（109,192千円） 

授業料以外の教育費負担を軽減するため、低所得世帯

の生徒に対して給付金を支給した。 

（５）私立中学校授業料負担軽減事業（3,955千円） 

低所得世帯の私立中学生の授業料の一部を補助した。 

（６）私立幼稚園保育料等無償化事業（177,387千円） 

子ども・子育て支援新制度に移行していない私立幼稚

園に通う園児の保育料等の無償化に要する費用の一部を

負担した。 

（７）私立専門学校授業料等支援事業（118,148千円） 

低所得世帯の私立専門学校生の負担軽減を図るため、

授業料等の減免を行う私立専門学校への補助を行った。 

（８）魅力ある専修学校・各種学校づくり促進事業 

                    （20,292 千円） 

専修学校・各種学校の認知度を向上するための委託事

業や、実践的な職業教育の質の向上に取り組む私立専修

学校・各種学校への補助等を行った。 

（９）私立高等学校授業料軽減補助事業等（14,642千円） 

低所得世帯の専攻科生等に対する授業料負担の軽減等

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 私立中学校・高等学校及び学校法人立

幼稚園に対して、人件費などの経常的経

費や、学校の特性を活かした特色ある教

育活動の実施などに対する助成により、

教育条件の維持向上や園児・生徒の減少

等に対応した学校経営の健全化を促し

た。 

私立学校における新型コロナウイル

ス感染症対策の取組みを支援すること

で、コロナ禍においても教育条件が維持

向上されるよう促した。 

 低所得世帯等の生徒の授業料等を減

免する学校法人に対する助成などによ

り、保護者等の経済的負担の軽減が図ら

れた。 

 時代のニーズに対応した実践的な職

業教育や専門教育の充実に取り組む私

立専修学校・各種学校への補助等によ

り、魅力ある専修学校・各種学校づくり

を促した。 

  

 



２．課総括表 課名：財産経営課
（単位：千円）

199,432 199,205 227

401,260 390,676 10,584

473,760 460,938 12,822

(145,829) (137,921) (7,908)

756,251 657,252 2,520 96,479

278,959 278,947 12

17,486 16,907 579

(145,829) (137,921) (7,908)

2,127,148 2,003,925 2,520 120,703

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R3.3.31現在） 課名：財産経営課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

（2）27 （2）27

（2）27 （2）27

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

庁舎運営管理費

庁舎設備管理費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

ファシリティマ
ネジメント推進
事業

財産管理事務費

契約管理費

財産経営課職員等の給与費等
給料100,204、職員手当等
62,981、共済費36,020
本庁舎の維持管理等に要する経費

本庁舎設備の維持管理等に要する
経費

主要施策の成果の概要
（2-2-4）に記載

県有資産所在市町交付金

県有建物火災共済事業に要する
経費

給与費

番号

2-2-1

2-2-2

2-2-3

2-2-4

2-2-5

備　　　考

休職１名

2-2-6

本課・出先名称

課計

合計



課名：財産経営課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

ファシリティマネジメント推進事業（２－２－４） 

１．趣旨・概要 

県有建物の老朽化の進行や厳しい財政状況を踏まえ、フ

ァシリティマネジメントの考え方を取り入れることによ

り、全庁的、統一的視点から県有資産の効率的な利活用を

推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）県有建物長寿命化推進事業（264,713千円） 

計画的な修繕時期を定めた保全計画を策定した県有建

物について、計画的な保全工事を実施するとともに、新

たに５棟の建物の保全計画を策定した。 

 

 

 

（２）さぬきこどもの国ＥＳＣＯ事業等（11,121千円） 

さぬきこどもの国において、省エネルギー改修にかか

る費用を光熱水費の削減分で賄うＥＳＣＯ事業を実施す

るとともに、天神前分庁舎及び県立ミュージアムにおい

て、リース方式による照明のＬＥＤ化の取組みを実施し

た。 

 

（３）県有未利用地等活用促進事業（340,712千円） 

県有未利用地等の利活用を推進するとともに、利用計

画のないものについては、処分等を行った。 

 

（４）旧中央病院跡地利活用推進事業（526千円） 

旧中央病院跡地について、中長期的な観点から利活用

の検討を行った。 

 

（５）県有施設ブロック塀等安全対策事業（40,180千円） 

県有施設のブロック塀等で、安全対策が必要な箇所の

撤去・改修工事を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健医療大学（実習棟・講義棟）の屋

根防水改修等を実施するとともに、香川

県科学技術研究センター・消防学校（教

育訓練棟）など、５棟の建物の５年間の

保全計画を策定し、県有建物の長寿命化

による県民の安全の確保や財政負担の

軽減・平準化を図った。 

さぬきこどもの国において、ＥＳＣＯ

事業により、光熱水費の縮減を図るとと

もに、天神前分庁舎及び県立ミュージア

ムにおいて、リース方式による照明のＬ

ＥＤ化により、費用負担の平準化と維持

管理経費の縮減を図った。 

 

未利用地２物件を売却したほか、旧土

庄高校跡地について、建物の解体工事を

行うとともに、土庄町との土地の交換等

を行った。 

旧中央病院跡地について、利活用の検

討を行うとともに、適切に管理を行っ

た。 

 

早急に対応が必要なブロック塀につ

いて撤去・改修工事を進めた。 

 



２．課総括表 課名：営繕課
（単位：千円）

(99) (99)

163,894 157,716 6,178

220,112 219,984 128

685 685

(99) (99)

384,691 378,385 6,306

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R3.3.31現在） 課名：営繕課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

28 [1] 3 [1] 31

28 [1] 3 [1] 31

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を[　]内書きにより記載。

合計

備　　　考

高松市からの交流職員１名、休職１名

本課・出先名称

営繕課

課計

番号

2-3-1

2-3-2

2-3-3

県有建物の営繕及び点検に要する
経費

営繕課職員の給与費
給料112,116、職員手当等
68,739、共済費39,129
一般庁費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

県有建物営繕費

給与費

一般庁費



２．課総括表 課名：総務事務集中課
（単位：千円）

229,694 229,694

19,413 16,060 3,353

33,643 31,372 2,271

8,100 7,100 1,000

(1,221) (787) (434)

80,571 65,409 12,481 2,681

74,152 68,502 5,650

(1,221) (787) (434)

445,573 418,137 12,481 14,955

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R3.3.31現在） 課名：総務事務集中課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

[4](1)24 3 [4](1)27

8 8 16

[4](1)32 11 [4](1)43

本課・出先名称

総務事務集中課

番号 不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

合計

備　　　考

文書館

2-4-1

2-4-2

2-4-3

2-4-4

2-4-5

2-4-6

総務事務集中課職員等の給与費
給料120,796、職員手当等
68,408、共済費40,490
物品調達の運営等に要する経費

総務事務の集中処理の推進に要す
る経費

赴任旅費に要する経費

文書館の運営、資料収集、保存、
展示、情報提供、現用書庫管理、
施設設備改修に要する経費
収受・発送事務及び文書管理に要
する経費

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を[　]内書きにより、当該所属以外で執務
している者を（　）外書きにより記載。

給与費

物品調達管理費

人事管理費

文書館管理運営
費

文書管理費

総務事務集中化
事業

課計



２．課総括表 課名：税務課
（単位：千円）

904,134 904,134

18,483 18,108 375

23,814 20,948 2,866

28,232 27,519 713

312,162 298,210 13,952

3,297,862 3,193,569 104,293

7,036 5,731 1,305

13,779 9,935 3,844

69 62 7

8,727 5,445 3,282

915 539 376

1,220 351 869

1,302 944 358

55,360,000 55,300,793 59,207

59,977,735 59,786,288 191,447

３．職員数の状況（R3.3.31現在） 課名：税務課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

21 2 23

109 13 122

130 15 145

税務システム運
用経費

賦課徴収費

2-5-4

2-5-5

2-5-8

2-5-9

2-5-6

2-5-7

2-5-2 管理費
税務課の管理等に要する経費

2-5-3
出先機関庁舎管
理費

県税事務所及び中讃税務窓口セン
ターの管理に要する経費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

主要施策の成果の概要
（2-5-7）に記載

主要施策の成果の概要
（2-5-6）に記載

税務システムの運用等に要する経
費

2-5-12

2-5-10

2-5-11

税務職員能力向
上対策事業

クレジットカー
ド収納事業

県税滞納整理特
別対策事業費

不正軽油対策事
業費

税外未収金回収
事業

税務課職員等の給与費
給料473,971、職員の手当等
270,151、共済費160,012

地方税関係手続用のシステム
（eLTAX、OSSシステム等）の設
置・管理等に要する経費

主要施策の成果の概要
（2-5-8）に記載

主要施策の成果の概要
（2-5-9）に記載

給与費

ペイジー収納
サービス事業

コンビニ収納事
業

諸支出金

地方税共同機構
対応事業費

主要施策の成果の概要
（2-5-10）に記載

不正軽油対策に要する経費

主要施策の成果の概要
（2-5-12）に記載

税務職員のレベルアップ、スペ
シャリストの育成支援に要する経
費
主要施策の成果の概要
（2-5-14）に記載

番号

2-5-1

2-5-13

2-5-14

本課・出先名称

税務課

課計

合計

備　　　考

育児休業２名

育児休業２名、休職３名県税事務所



課名：税務課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
賦課徴収費（２－５－６） 
１．趣旨・概要 

県税の賦課徴収事務を円滑に実施するための所要経費 
 
２．具体的内容 
（１）徴収関係交付金等（1,881,568千円） 

市町等が地方税の賦課徴収に関する事務を行うために

要する費用を補償するもの 

①個人県民税徴収取扱費交付金（1,560,581千円） 

  ②軽油引取税特別徴収義務者交付金（228,239千円） 

  ③ゴルフ場利用税特別徴収義務者交付金（3,162千円） 

  ④地方消費税徴収取扱費負担金（89,586千円） 

（２）県税過誤納等還付金等（1,244,670千円） 

法人県民税等において確定申告額が中間申告額に満た

ない場合の還付金等 

（３）事務費（67,331千円） 

① 令和２年度決算の徴収率は、現年分

が99.4％と、新型コロナウイルス感染

症の影響等により、令和元年度の

99.7％から0.3ポイント下落したもの

の、滞納繰越分が31.7％となり、令和

元年度の 30.3％から 1.4 ポイント上

昇した。 

② なお、過去３年度の現年分＋滞納繰

越分の徴収率は、平成 30 年度が

98.8％、令和元年度が99.0％、令和２

年度が98.8％となっている。 

ペイジー収納サービス事業（２－５－７） 

１． 趣旨・概要 

自動車保有手続のワンストップサービス（ＯＳＳ）によ

る自動車税及び賦課税目等の納付方法として、インターネ

ットバンキングやＡＴＭでの納付を可能にするペイジー収

納サービスを運用するための経費。（ペイジー収納サービス

は、マルチペイメントネットワーク（ＭＰＮ）を活用して

実現されている。） 

 

２．具体的内容             （5,731千円） 

ＯＳＳによる自動車税及び賦課税目等について、ペイジ

ー収納サービスを利用した納付を促進した。 

 

① インターネットバンキングによる

納付が可能となったことにより、曜日

や時間、場所の制約なく納税ができる

ようになった。 

 

② 県外で納税できる金融機関は、みず

ほ銀行及び百十四銀行だけであった

が、全国のゆうちょ銀行及び郵便局に

おいて、県税の納付が可能となった。 

 

③ 令和元年度収納件数   666件 

  令和２年度収納件数  43,742件 

 ※令和元年度は、10月～3月の実績 

コンビニ収納事業（２－５－８） 

１. 趣旨・概要 

自動車税、個人事業税及び不動産取得税の納税通知書分、

全税目の納付書分について、コンビニエンスストアでの収

納を実施するための経費 

 

２．具体的内容             （9,935千円） 

平成 19年度の定期課税から自動車税の納付を、令和元年

10 月から、個人事業税及び不動産取得税の納税通知書分、

全税目の納付書分の納付をコンビニエンスストアでも行え

るようにしており、利用促進を図った。 

令和２年11月から、コンビニ収納システムを活用して、

スマートフォン決済アプリ（PayPay、LINE Pay）による収

納を導入し、更なる利便性の向上を図った。（コンビニ収納

用バーコードを読み取ることにより、納付ができる。） 

① 自動車税の納期限６月１日までの

納付件数、約 31 万件のうち、コンビ

ニを利用して納付したのは110,553件

で全体の35.6％であった。 

 

② 自動車税の納期限内納付の割合に

ついては、新型コロナウイルス感染症

の影響等により、件数ベースで令和元

年度の 88.8％から 86.0％と 2.8 ポイ

ント下落した。一方、納期限後、督促

状の送付までに多くの納付があり、自

動車税督促状の作成件数は令和元年

度の 23,973 件に対し、令和２年度は

16,994件と対前年で6,979件、29.1％

減少し、督促に要する経費やその後の

滞納整理に要する経費の削減を図る

ことができた。 



課名：税務課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
 ③ スマートフォン決済アプリによる

納付が可能となったことにより、曜日

や時間、場所の制約なく納税ができ、

非接触型の納付手段として新型コロ

ナウイルス感染症の拡大防止にもつ

ながった。 

 

クレジットカード収納事業（２－５－９） 

１． 趣旨・概要 

自動車税種別割の定期課税分について、インターネット

を利用したクレジットカードでの収納を実施するための経

費 

 

２．具体的内容                （62千円） 

自動車税種別割の定期課税分について、インターネット

を利用したクレジットカードによる納付を促進した。 

①  自動車税の納期限６月１日までの

インターネットを利用したクレジッ

トカード払いによる納付は、12,806

件で全体の4.1％であった。 

 

②  コンビニを利用した納付と合わせ

て、全体の39.7％となり、納税者の利

便性の向上と滞納発生の防止に貢献

した。 

 

県税滞納整理特別対策事業費（２－５－１０） 

１．趣旨・概要 

  滞納発生の防止対策と徹底した滞納整理の推進により、

県税の収入未済額の圧縮を図るための経費 

 

２．具体的内容               （5,445千円） 

滞納発生の防止対策として、個人事業税の口座振替を推

進するとともに、市町と連携して令和元年度から引き続き

個人県民税の特別徴収を徹底した。 

滞納整理については、財産があるにもかかわらず納税し

ない滞納者に対して積極的に滞納処分を行うとともに、県

職員が市町職員の身分を併せ持つ香川滞納整理推進機構を

活用して、個人県民税の滞納整理に取り組んだ。 

  また、新型コロナウイルス感染症の影響により納税が困

難な者に対しては、徴収の緩和制度を適切に運用した。 

① 令和２年度決算における県税の収

入未済額は、1,428,213 千円であり、

新型コロナウイルス感染症の影響等

により、令和元年度決算の 1,196,954

千円と比較して 231,259 千円増加し

た。 

 

② 新型コロナウイルス感染症の影響

により納税が困難な者に対して、令和

２年度に新設された「徴収猶予の特例

制度」を486件適用した。 

 

 

 

 

 

税外未収金回収事業（２－５－１２） 

１．趣旨・概要 

税外未収金の総括管理を行うとともに、高額・困難案件

については、税務課が直接回収を行い、税外未収金全般に

わたる債権管理の適正化と回収の効率化を進めるための経

費 

 

２．具体的内容               （351千円） 

債権管理の適正化を図るために、債権回収対策会議の開

催や担当課職員に対する研修を実施するとともに、引継ぎ

を受けた高額・困難案件については、法的手続きにより回

収業務を実施した。 

 

① 滞納防止指針等の全庁的に統一さ

れたルールに基づいて税外未収金の

発生防止・債権管理事務の効率化を進

めた。 

 

② 令和２年度は、21,615千円を税務課

が直接回収した。 

 



課名：税務課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
諸支出金（２－５－１４） 

１．趣旨・概要                         

  地方税法の規定に基づき、地方税の都道府県間における

清算を行い、また、市町に対し地方税収入額の一定の割合

を交付した。 

 

２．具体的内容 

（１）地方消費税清算金（30,159,799千円） 

    根拠法令：地方税法第72条の114 

（２）利子割交付金（218,306千円） 

根拠法令：地方税法第71条の 26 

（３）配当割交付金（727,735千円） 

根拠法令：地方税法第71条の 47 

（４）株式等譲渡所得割交付金（728,123千円） 

根拠法令：地方税法第71条の 67 

（５）地方消費税交付金（21,669,030千円） 

根拠法令：地方税法第72条の 115 

（６）ゴルフ場利用税交付金（228,050千円） 

根拠法令：地方税法第103条 

（７）環境性能割交付金（286,000千円） 

根拠法令：地方税法第177条の６ 

（８）法人事業税交付金（1,283,750千円） 

根拠法令：地方税法第72条の 76 

 

地方税収入額に関連して、都道府県間 

の清算金及び市町への交付金額が決ま

るものであり、支払及び交付の期日まで

に適正に執行した。 

 



２．課総括表 課名：人事・行革課
（単位：千円）

1,687,920 1,476,190 211,730

12,043 11,945 98

2,718,141 2,524,726 193,415

646 473 173

12,640 11,037 1,603

1,301 661 640

500 500

4,433,191 4,025,032 408,159

３．職員数の状況（R3.3.31現在） 課名：人事・行革課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

（18）20 3 （18）23

（18）20 3 （18）23

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

2-6-6
「将来の県政を
支える人材」確
保・育成事業

主要施策の成果の概要
（2-6-6）に記載

合計

備　　　考

他県派遣７名、被災地派遣３名、自治大学校派
遣１名、自治大学校特別研修生・一橋大学大学
院派遣研修１名

本課・出先名称

人事・行革課

課計

2-6-7

番号

2-6-1

2-6-2

2-6-3

2-6-4

2-6-5

外部監査制度推進事業11,712、行
政改革推進事業233

退職手当2,521,654、管理事務費
3,072

人材育成センターの管理運営に要
する経費

職員の研修に要する経費

研修管理費

県職員研修費

障害者雇用推進
事業

給与費

行政システム改
革推進事業

人事行政費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

人事・行革課職員等の給与費等
給与費143,954、職員手当等
1,252,008、共済費53,082



課名：人事・行革課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

「将来の県政を支える人材」確保・育成事業（２－６－６） 

１．趣旨・概要 

現在の「2,800人体制」を維持し、専門化・高度化する県

の業務に対応するため、質の高い優秀な人材の確保に加え、

将来の県政を支える若手を中心とした職員のより一層の能

力開発による精鋭化を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）採用試験受験者掘り起こし等事業（417千円） 

質の高い新規採用者を確保するため、大学訪問やオン

ラインによる業務説明会等への参加、インターネット就

職情報サイト等を通じ、大学生等に対し、県職員の魅力

をアピールするなど、情報発信を行うとともに、民間企

業等の経験者採用を実施した。 

 

（２）資格等取得支援事業（244千円） 

職員の自己啓発による能力開発を促進するとともに、

各分野におけるプロフェッショナルな職員の育成を図る

ため、職員の職務の遂行に役立つ特定の資格等を取得し

た職員に対して、受験料等の一部を助成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学訪問やオンラインによる業務説

明会等で、約160人の学生に対し働きか

けた。 

 

 

 

 

コンクリート診断士や防災士などの

資格を取得した延べ29人に対し、計244

千円を助成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．課総括表 課名：職員課
（単位：千円）

424,583 424,443 140

4,365 3,350 1,015

139,149 134,087 5,062

54,566 32,658 17,345 4,563

5,956 5,169 787

628,619 599,707 17,345 11,567

３．職員数の状況（R3.3.31現在） 課名：職員課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

[1] (2) 13     (1)  3 [1] (3) 16

    (1)  4 [1]      4 [1] (1)  8

[1] (3) 17 [1] (1)  7 [2] (4) 24

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務するものを[　]内書きにより、当該所属以外で
勤務する者を（　）外書きにより記載。

福祉施設費
職員寮管理運営費1,952
職員住宅管理運営経費4,196
小豆島職員住宅解体事業費26,510

2-7-2 福利厚生費
公務災害補償費3,159
福利厚生事業運営費191

2-7-3 衛生管理費
健康診断実施及び健康管理経費
給料7,245　職員手当等2,861
共済費2,500

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

給与費（職員
課）

職員課職員等の給与費等
給料73,368　職員手当等260,045
共済費90,582

恩給の給付5,169

番号

2-7-1

2-7-4

2-7-5
恩給及び退職年
金

本課・出先名称

職員課

課計

合計

備　　　考

産前休暇１名

健康管理室



２．課総括表 課名：人権・同和政策課
（単位：千円）

74,058 73,996 62

473 189 284

45,887 44,929 958

189,073 185,883 3,190

309,491 304,997 4,494

３．職員数の状況（R3.3.31現在） 課名：人権・同和政策課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(12) 9 1 (12) 10

(12) 9 1 (12) 10

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

2-8-2
人権・同和政策
協議会費

人権・同和政策協議会の運営に関
する経費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

人権・同和政策
課運営費

人権・同和問題
啓発事業

人権・同和政策課の運営に要する
経費　給料37,803、職員手当等
22,573、共済費13,393

主要施策の成果の概要
（2-8-3）に記載

同和地区住民の生活改善、自立意
欲の向上等に要する経費

番号

2-8-1

2-8-3

課計

2-8-4

合計

備　　　考

地方改善事業

本課・出先名称

人権・同和政策課



課名：人権・同和政策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

人権・同和問題啓発事業（２－８－３） 

１．趣旨・概要 

  「香川県人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、

県民の人権尊重意識の一層の高揚を図るため、県民参加型

人権啓発イベントの開催やマスメディアを活用した広報啓

発などを行った。 

２．具体的内容 

（１）「じんけんフェスタ」開催（6,158千円） 

人権尊重の理念が県民に正しく理解されるよう、人権

週間を中心に、県民参加型イベントである「じんけんフ

ェスタ」を、国や庁内関係課、各種団体などと連携して

開催した。 

（２）新聞・テレビなどによる広報等（9,722千円） 

県民一人ひとりが、あらゆる場を通じて人権について

の理解を深めることができるよう、新聞・テレビ・イン

ターネット・広報誌などを活用した広報や、県内のプロ

スポーツ組織と連携協力した啓発活動を実施した。 

（３）人権・同和問題講演会開催（3,998千円） 

企業における人権の尊重を確保するため、主に事業者

を対象に、人権・同和問題講演会を開催した。 

（４）体験型人権啓発事業（1,762千円） 

県民の関心・共感を呼び起こすことが出来るような体

験型人権啓発手法などを既存イベント等に合わせ一体

的・効果的に実施した。 

（５）性的少数者（ＬＧＢＴ）人権啓発事業（1,706千円） 

性的少数者（ＬＧＢＴ）に対する偏見や無理解の解消

に向け、県民が理解を深めることができるよう啓発を行

うとともに、相談窓口を設置して相談体制の充実等を図

った。 

（６）地方委託（4,952千円） 

法務省の委託事業を活用して、庁内関係課や市町にお

いて、講演会・研修会の開催や人権の花運動など、各種

の啓発活動を実施した。 

（７）関係団体負担金等（3,850千円） 

人権に関する施策について、行政機関、企業、民間団

体などとの連携協力や関係機関との連絡調整などを行っ

た。 

（８）その他の啓発活動（8,877千円） 

香川県人権啓発展示室における研修会や企画展の開催

をはじめ、ビデオなどの研修教材の活用により、人権に

関する多様な啓発活動を実施した。 

（９）人権相談・支援事業（3,904千円） 

平成 19年度から課内に人権相談窓口を設置し、人権に

関するさまざまな問題に直面している者に対し、適切な

助言、関係機関への紹介、取次ぎを行った。 

３．指標  

人権・同和研修参加数（累計）（人） 

基 準 値 

（H23～27） 

実 績 値 

（H28～R2） 

目 標 値 

（H28～R2） 

62,685 60,351 65,000 
 

 



２．課総括表 課名：秘書課
（単位：千円）

121,097 121,020 77

3,654 2,462 1,192

4,844 4,567 277

129,595 128,049 1,546

３．職員数の状況（R3.3.31現在） 課名：秘書課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

（1）13 1 （1）14

（1）13 1 （1）14

当該所属への兼務等発令者を含み、当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

合計

備　　　考

表彰費

本課・出先名称

秘書課

課計

2-9-3

番号

2-9-1

2-9-2

憲法記念日知事表彰等に要する経
費

秘書課職員の給与費
給料59,625、職員手当等39,228、
共済費22,167
業務執行に要する経費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

給与費

事務費



２．課総括表 課名：広聴広報課
（単位：千円）

225,236 225,236

18,375 17,873 502

261,252 253,220 8,032

5,802 5,578 224

5,993 5,081 912

1,092 888 204

517,750 507,876 9,874

３．職員数の状況（R3.3.31現在） 課名：広聴広報課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

[1] (1) 27 [1] (2) 15 [2] (3) 42

[1] (1) 27 [1] (2) 15 [2] (3) 42

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を[　]内書きにより、当該所属以外で執務
している者を（　）外書きにより記載。

広聴広報課

課計

合計

備　　　考

岡山県交流職員1名・香川大学交流職員1名
育児休業1名

本課・出先名称

番号 不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

2-10-1 給与費
広聴広報課職員の給与費
給料120,864、職員手当等
67,321、共済費37,051

2-10-6
情報公開・個人
情報保護等事業

情報公開制度・個人情報保護制度
等の運用に要する経費

2-10-5
県民センター運
営費

県民センターの運営に要する経費

2-10-2
全国情報発信推
進事業

主要施策の成果の概要
（2-10-2）に記載

2-10-4 報道費
県政記者室の運営及び手話通訳に
要する経費
手話通訳派遣費用1,088

2-10-3
広聴広報機能の
充実

主要施策の成果の概要
（2-10-3）に記載



課名：広聴広報課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
全国情報発信推進事業（２－１０－２） 

１．趣旨・概要 

県庁内の各部局や市町などの情報発信能力の向上を図る

とともに、本県の有する文化や産業・観光など様々な分野

における魅力や、地域情報などを全国に発信した。 

 

２．具体的内容 

（１）県外向け情報誌発行事業（14,056千円） 

全国に向けて香川の魅力を発信するため、香川県情報

誌「新・さぬき野」を発行した。 

規格：Ａ４判 16ページ ４色刷（フルカラー） 

発行：４回（６月、９月、12月、３月） 

部数：各回25,000部 

配布：各地域の県人会、運輸・観光業界、道の駅（県内）、

マスコミ各社ほか 

 

（２）情報発信参与設置事業（3,817千円） 

県内外に向けて発信する情報の質の向上を図るととも 
に、分かりやすく親しみやすい広報活動を展開するため、

「情報発信参与」として５名の専門家を委嘱し、庁内各

課などに対して情報発信能力を高めるための総合的かつ

具体的な指導・助言を行った。 
    

 

 

 

  
 
 
 
 
 
本県の有する文化や産業・観光など

様々な分野における魅力や地域情報な

どを全国に情報発信することで、県のイ

メージアップや認知度の向上につなげ

た。 
 また、庁内各課の情報発信において総

合的かつ具体的な指導・助言を行い、職

員の情報発信能力の向上に努めた。 
 
 
 
 

 



課名：広聴広報課 
４．主要施策の成果の概要 

事業の実施状況 効果・評価 
広聴広報機能の充実（２－１０－３） 

１．趣旨・概要 

県民が県政情報をタイムリーに入手できるような広報活

動を展開するとともに、広く県民の意見が施策に反映でき

るよう広聴活動を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）県政広報推進事業 

①県広報誌発行事業等（180,544千円） 

    県広報誌を発行したほか、新型コロナウイルス感染

拡大に伴う経済対策広報チラシを制作し、全世帯に配

布した。 

県広報誌 

名称：みんなの県政 ＴＨＥかがわ 

規格：Ａ４判、16ページ（平成19年４月号～） 

発行：毎月１回 

部数：約41万部/月 

配布：宅配方式で全世帯に配布 

②マスメディア広報費等（20,979千円） 

テレビ、ラジオを通じて、県政の動きやお知らせ、

イベント情報、新型コロナウイルス感染症に関する周

知啓発などの県政情報をタイムリーに分かりやすく提

供した。 

③広聴広報ＩＴ推進化事業等（2,523千円） 

インターネットを活用し、県のホームページや「メ

ルマガかがわ」、YouTube、ツイッターなどで広報・情

報発信を行った。 

④行政情報提供システムリニューアル事業（47,115千円） 

   職員が県政情報をホームページに掲載するための香

川県行政情報提供システムをリニューアルした。 

       

（２）広聴活動事業（2,059千円） 

広く県民に県政への参加を求め、寄せられた提言や意

見、要望等を今後の県政にできるだけ反映させ、開かれ

た県政を進めるため、知事へのメール、県政世論調査、

県政モニターアンケート、県政出前懇談会、パブリック

コメント等を実施した。 
 

 

 

 

 

 

 
 
県広報誌をはじめ、テレビ、ラジオ、

インターネットなど各種広報媒体の特

性を生かしながら、県政情報を積極的に

県民に提供することで、県民の県政に対

する理解の促進が図られた。 
また、新型コロナウイルス感染症に関

する各種情報を様々な広報媒体で発信

し、県民が必要とする情報を的確に伝え

るとともに、感染拡大防止に対する意識

の醸成を図った。 

 県のホームページについては、行政情

報提供システムのリニューアルにより、

大規模災害時等のアクセス集中に対応

し、県民誰もが情報を探しやすくなるよ

う取り組みを進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知事へのメール、県政世論調査、県政

モニターアンケート、県政出前懇談会、

パブリックコメント等各種の広聴活動

を実施することで、県民の県政への参加

の促進が図られた。 

 

  

 



２．課総括表 課名：国際課
（単位：千円）

19,784 17,001 2,783

14,331 13,990 341

106,817 106,817

(13,646) (10,335) (3,311)

66,244 61,113 5,131

42,542 34,802 7,047 693

(13,646) (10,335) (3,311)

249,718 233,723 7,047 8,948

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R3.3.31現在） 課名：国際課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

10 3 13

3 3 6

13 6 19合計

備　　　考

パスポートセンター

パスポートセン
ター運営費

本課・出先名称

国際課

課計

2-11-3 給与費

2-11-5

番号

2-11-1

2-11-2

パスポートセンターの運営に要す
る経費

主要施策の成果の概要
（2-11-1）に記載

主要施策の成果の概要
（2-11-2）に記載

翌年度繰越額

国際化の推進

外国人との共生
推進事業

国際課職員等の給与費
給料56,403千円、職員手当等
31,641千円、共済費18,773千円

2-11-4
国際交流促進事
業費

国際交流の促進に要する経費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額



課名：国際課、労働政策課、薬務感染症対策課、警察本部企画課、義務教育課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

国際化の推進（２－１１－１） 

１．趣旨・概要 

地域の国際化の進展に対応するため、国際交流・国際協 

 力等に関する事業を推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）海外地方自治体との交流促進事業 

①中国陝西省との友好交流促進事業（122千円） 

    青少年交流として、陝西省から高校生サッカーチー

ムを受け入れる予定であったが、新型コロナウイルス

感染症の影響により令和３年度に延期が決定した。 

県内９市町の協力のもと、マスク等の医療物資を陝

西省と相互に送り合い、陝西省から提供された物資は

小学校や医療機関等に配布した。 

 

②イタリア共和国パルマ市交流協定締結５周年記念事業

(21千円) 

パルマ市長が来県し、交流協定の更新について協議

を行うとともに、高校生10名も来県し青少年交流を行

う予定であったが、新型コロナウイルス感染症の影響

により延期となった。 

11 月にイタリア国内で新型コロナウイルスの感染が

再拡大していることを受け、知事からパルマ市長へお

見舞いのビデオレターを作成した。 

 

③台湾桃園市等との交流促進事業（336千円） 

    ランタンフェスティバル開会式への出席や本県と桃

園市双方のマラソン大会への相互参加等の交流を予定

していたが、新型コロナウイルス感染症の影響により

実施できなかったため、高校生のオンライン交流や本

県から桃園市へのオンライン旅行を実施した。 

 

（２）オンライン南米子弟招聘事業（1,209千円） 

   本県を訪問したことのない南米県人会会員の子弟等が

本県への愛着や理解を深め、県人会活動に積極的に関わ

るきっかけとするため、先祖の出身地をオンラインで訪

問するツアーや親戚との交流会を実施した。 

  参加者：３名（ブラジル香川県人会２名、ペルー香川県

人会１名） 

 

（３）語学指導等を行う外国青年招致事業（15,313千円） 

地域レベルの国際交流の進展と外国語教育の充実を図

るため、語学指導等を行う外国青年を招致するとともに、

通訳、翻訳業務のほか、異文化理解のための学校訪問等

の国際交流活動を実施した。（国際交流員：３人） 

３．指標  

通訳等ボランティア登録件数 

基 準 値 

（ H 2 7 ） 

実 績 値 

（ R 2 ） 

目 標 値 

（ R 2 ） 

304 357 436 
 



課名：国際課、労働政策課、薬務感染症対策課、警察本部企画課、義務教育課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

外国人との共生推進事業（２－１１－２） 

１．趣旨・概要 

県内在住外国人と日本人が、ともにいきいきと安全・安

心で豊かな生活を営むことができるよう、多文化共生推進

に関する事業を推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）外国人関係相談窓口運営事業 

①かがわ外国人相談支援センター運営事業（9,999千円） 

 「かがわ外国人相談支援センター」を県国際交流協

会内に開設し、在留外国人からの生活全般に係る相談

を多言語（19言語）かつワンストップで受け付けた。 

 

  ②外国人労働人材関係相談窓口運営事業（3,107千円） 

外国人材を受け入れる県内企業や外国人材からの雇

用等に関する相談をワンストップで受け付ける窓口を

設置し、運営した。 

 

（２）多文化共生の社会づくり推進事業（3,991千円） 

「やさしい日本語」の普及促進を図るため、県・市町

職員等を対象とした研修会を実施したほか、多文化共生

のまちづくりモデル事業を２団体（坂出市国際交流協会、

（公財）高松市国際交流協会）に委託して先進事例を収

集し、他の市町へ展開した。 

また、多言語生活ガイドブックの掲載内容をリニュー

アルし、ウェブ上に多言語生活情報サイトを構築（中国

語（簡体字）版、ベトナム語版）したほか、災害時にお

ける多言語情報伝達訓練等を実施した。 

   次期「多文化共生推進プラン」策定事業は、上位プラ

ンの香川県次期総合計画の策定が、新型コロナウイルス

の影響で令和３年度に延期になったことに伴い、同様に

延期したが、第１回策定委員会を実施した。 

 

（３）外国人結核対策強化事業（43千円） 

外国人技能実習生や留学生が入国後結核を発症し、周

囲へ感染拡大させることを防止するため、入国後間もな

い技能実習生向けのリーフレットを配布し、結核に関す

る正しい知識の啓発と症状出現時の早期受診を呼びかけ

た。また、各保健所にて小型翻訳機を活用し、外国人結

核患者等に対し、健康診断や健康相談を行った。 

 

（４）在留外国人等安全･安心推進事業（15千円） 

24時間体制の多言語コールセンターを活用し、言葉や

制度に不慣れな外国人からの 110 番通報、相談等に円滑

に対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：国際課、労働政策課、薬務感染症対策課、警察本部企画課、義務教育課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（５）外国人児童生徒等支援事業（2,705千円） 

外国人児童生徒が不安なく充実した学校生活が送れる

よう、学校における支援体制の構築や効果的な日本語指

導のあり方について、多度津小学校と観音寺小学校に初

期指導教室を開設し研究を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．課総括表 課名：　人事委員会事務局
（単位：千円）

6,659 6,654 5

95,110 94,541 569

12,547 11,874 673

114,316 113,069 1,247

３．職員数の状況（R3.3.31現在） 課名：　人事委員会事務局
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

12 12

12 12合計

備　　　考

一般事務費

本課・出先名称

人事委員会事務局

課計

2-12-3

番号

2-12-1

2-12-2

事務局運営に要する経費等

委員会の開催及び調査等に要する
経費
委員報酬6,612
人事委員会事務局職員の給与費
給料46,004 職員手当等32,659
共済費15,878

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

人事委員会費

給与費


